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【届出の対象とした募集（売出）内国投資

信託受益証券に係るファンドの名称】

ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジなし

ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジあり

【届出の対象とした募集（売出）内国投資

信託受益証券の金額】

(1)当初申込額

　ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジなし

　　1,000億円を上限とします。

　ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジあり

　　1,000億円を上限とします。

(2)継続申込額

　ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジなし

　　 5兆円を上限とします。

　ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジあり

　　 5兆円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

有価証券報告書を提出しましたので平成25年8月30日付をもって提出しました有価証券届出書（平成25年11月

8日、11月15日、平成26年2月21日付で有価証券届出書の訂正届出書を提出済み。以下「原届出書」といいま

す。）の関係情報を新たな情報に訂正するため、また、記載事項の一部に訂正事項がありますのでこれを訂

正するため、本訂正届出書を提出します。

２【訂正の内容】

＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部　　　は訂正部分を示し、＜更新後＞に記載している内

容は原届出書が更新されます。なお、「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況」お

よび「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況」は原届出書の更新後の内容を記載しています。
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第一部【証券情報】

（５）【申込手数料】

＜更新後＞

申込手数料（スイッチングの際の申込手数料を含みます。）につきましては、販売会社が定めるものと

します。申込手数料率につきましては、販売会社または「（８）申込取扱場所」の照会先にお問い合わ

せください。

・販売会社における申込手数料率は3.24％（税抜3％）が上限となっております。
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

＜更新後＞

③　ファンドの特色
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（３）【ファンドの仕組み】

＜更新後＞ 

②　委託会社の概況（平成26年2月末現在）

１）資本金

17,363百万円

２）沿革

昭和34年：日興證券投資信託委託株式会社として設立

平成11年：日興国際投資顧問株式会社と合併し「日興アセットマネジメント株式会社」に社名変更

３）大株主の状況

名　　称 住　　所 所有株数 所有比率

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 179,869,100株 91.29％

DBS Bank Ltd.
6 Shenton Way, #46-00, DBS Building

Tower One, Singapore 068809
14,283,400株 7.24％

 

２【投資方針】

（３）【運用体制】

＜更新後＞
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※上記体制は平成26年2月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

３【投資リスク】

＜更新後＞

（２）リスク管理体制
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■全社的リスク管理

当社では運用部門、営業部門と独立した組織であるリスク管理部門を設置し、全社的なリスク管理活動のモ

ニタリング、指導の一元化を図っております。当社グループの法令などの遵守状況およびリスク管理状況に

ついては、リスク管理部門が事務局を務めるリスク監督委員会を通して経営陣に報告され、更に年一度以上

取締役会に対して全体的な活動状況を報告しております。本委員会およびその部門別委員会においては、各

種リスク（運用リスク、事務リスク、システムリスクなど）に関するモニタリングとその報告に加えて、重

大なリスクの洗い出し、より予防的なリスクの軽減に繋がる施策、管理手法の構築などに努めております。

■リスク・パフォーマンスの評価・分析とリスク管理

ファンド財産について運用状況の評価・分析と運用プロセスおよびリスク運営状況のモニタリングを行ない

ます。運用パフォーマンスおよびリスクに係る評価と分析の結果については運用分析会議に報告し、リスク

管理状況についてはリスク監督委員会あるいはその部門別委員会へ報告され、問題点の原因の究明や改善策

策定が図られます。加えて外部委託運用部門は、外部委託ファンドの運用管理を行ない、投資方針に沿った

運用が行なわれているかなどのモニタリングを行なっています。

■法令など遵守状況のモニタリング

運用における法令・諸規則、信託約款などの遵守状況については、リスク管理／コンプライアンス業務担当

部門が管理を行ないます。問題点についてはリスク管理／コンプライアンス関連の委員会に報告され、必要

に応じ運用部門に対し是正指導が行なわれるなど、適切に管理・監督を行ないます。

※上記体制は平成26年2月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

４【手数料等及び税金】

（１）【申込手数料】

＜更新後＞

申込手数料（スイッチングの際の申込手数料を含みます。）につきましては、販売会社が定めるものと

します。申込手数料率につきましては、販売会社または委託会社の照会先にお問い合わせください。

・販売会社における申込手数料率は3.24％（税抜3％）が上限となっております。

・申込手数料の額（１口当たり）は、取得申込受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は１口当
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たり1円）に申込手数料率を乗じて得た額とします。

・＜分配金再投資コース＞の場合、収益分配金の再投資により取得する口数については、申込手数料は

かかりません。

・販売会社によっては、償還乗換、乗換優遇の適用を受けることができる場合があります。詳しくは、

販売会社にお問い合わせください。

（３）【信託報酬等】

＜更新後＞

①　信託報酬

信託報酬率（年率）＜純資産総額に対し＞

当ファンド 1.026％（税抜0.95％）

投資対象とする投資信託証券 0.69％程度
※

実質的負担 1.716％（税抜1.64％）程度

・当ファンドの信託報酬は、計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に対し年1.026％（税抜

0.95％）の率を乗じて得た額とします。

・投資対象とする投資信託証券の組入れに係る信託報酬率（年率）0.69％程度
※
がかかり、受益者が実

質的に負担する信託報酬率（年率）は1.716％（税抜1.64％）程度となります。

※投資対象とする投資信託証券の信託報酬の詳細については、「第１　ファンドの状況－２　投資方針

－（２）投資対象」－「投資対象とする投資信託証券の概要」をご覧ください。

＊受益者が実質的に負担する信託報酬率（年率）は、投資対象とする投資信託証券の組入比率や当該投

資信託証券の変更などにより変動します。

②　信託報酬の配分

当ファンドの信託報酬の配分は、以下の通りとします。

信託報酬率（年率）

合計 委託会社 販売会社 受託会社

0.95％ 0.27％ 0.65％ 0.03％

※表中の率は税抜です。別途消費税がかかります。

③　支払時期

信託報酬（信託報酬に係る消費税等相当額を含みます。）は、毎計算期末または信託終了のときに、信

託財産から支払います。

（５）【課税上の取扱い】

＜訂正前＞

※税法が改正された場合などには、税率などの課税上の取扱いが変更になる場合があります。税金の取扱いの

詳細については、税務専門家などにご確認されることをお勧めします。

＜訂正後＞

※上記は平成26年 5月 9日現在のものですので、税法が改正された場合などには、税率などの課税上の取扱い

が変更になる場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家などにご確認されることをお勧

めします。

５【運用状況】

【ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジなし】

以下の運用状況は2014年 2月28日現在です。

・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。
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（１）【投資状況】

 

 

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

投資信託受益証券 ケイマン 1,515,926,259 98.96

親投資信託受益証券 日本 1,533,611 0.10

コール・ローン等、その他資産（負債控除後） ― 14,356,418 0.94

合計（純資産総額） 1,531,816,288 100.00
 

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

イ.評価額上位銘柄明細
 

 

国・

地域
種類 銘柄名

数量又は

額面総額

簿価

単価

（円）

簿価

金額

（円）

評価

単価

（円）

評価

金額

（円）

投資

比率

(％)

ケイマン 投資信託受益
証券

ＵＳ・インカム・ストラテジー・
ファンド　クラスＡ

1,467,925,108 1.02 1,505,100,311 1.03 1,515,926,259 98.96

日本 親投資信託受
益証券

マネー・アカウント・マザーファン
ド

1,527,806 1.0037 1,533,459 1.0038 1,533,611 0.10

 

ロ.種類別の投資比率
 

 

種類 投資比率(％)

投資信託受益証券 98.96

親投資信託受益証券 0.10

合　　計 99.06
 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

 

 

該当事項はありません。
 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

 

 

期別
純資産総額（百万円） 1口当たり純資産額(円)

分配落ち 分配付き 分配落ち 分配付き

第1特定期間末 (2014年 2月10日) 1,536 1,545 1.0355 1.0415

EDINET提出書類

日興アセットマネジメント株式会社(E12430)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

15/39



2013年10月末日 1,249 ― 1.0030 ―

　　　11月末日 1,391 ― 1.0439 ―

　　　12月末日 1,550 ― 1.0698 ―

2014年 1月末日 1,567 ― 1.0457 ―

　　　 2月末日 1,531 ― 1.0423 ―

 

(注)分配付きの金額は、特定期間末の金額に当該特定期間末の分配金を加算した金額です。

②【分配の推移】

 

 

期 期間 1口当たりの分配金（円）

第1特定期間 2013年10月18日～2014年 2月10日 0.0180

 

③【収益率の推移】

 

 

期 期間 収益率（％）

第1特定期間 2013年10月18日～2014年 2月10日 5.35

 

(注)各特定期間の収益率は、特定期間末の基準価額（分配落ち）に当該特定期間の分配金を加算し、当該特定期間の直前の
特定期間末の基準価額（分配落ち。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除して得
た数に100を乗じた数です。

（４）【設定及び解約の実績】

 

 

期 期間 設定口数（口） 解約口数（口）

第1特定期間 2013年10月18日～2014年 2月10日 1,618,599,436 134,397,395

 

(注)第1特定期間の設定口数には、当初設定口数を含みます。

【ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジあり】

以下の運用状況は2014年 2月28日現在です。

・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

（１）【投資状況】

 

 

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

投資信託受益証券 ケイマン 281,930,028 103.14

親投資信託受益証券 日本 272,531 0.10

コール・ローン等、その他資産（負債控除後） ― △8,867,464 △3.24

合計（純資産総額） 273,335,095 100.00
 

（２）【投資資産】
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①【投資有価証券の主要銘柄】

イ.評価額上位銘柄明細
 

 

国・

地域
種類 銘柄名

数量又は

額面総額

簿価

単価

（円）

簿価

金額

（円）

評価

単価

（円）

評価

金額

（円）

投資

比率

(％)

ケイマン 投資信託受益
証券

ＵＳ・インカム・ストラテジー・
ファンド　クラスＢ

284,547,869 0.98 279,669,599 0.99 281,930,028103.14

日本 親投資信託受
益証券

マネー・アカウント・マザーファン
ド

271,500 1.0037 272,505 1.0038 272,531 0.10

 

ロ.種類別の投資比率
 

 

種類 投資比率(％)

投資信託受益証券 103.14

親投資信託受益証券 0.10

合　　計 103.24
 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

 

 

該当事項はありません。
 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

 

 

期別
純資産総額（百万円） 1口当たり純資産額(円)

分配落ち 分配付き 分配落ち 分配付き

第1特定期間末 (2014年 2月10日) 264 265 0.9919 0.9969

2013年10月末日 259 ― 0.9991 ―

　　　11月末日 279 ― 0.9998 ―

　　　12月末日 273 ― 0.9973 ―

2014年 1月末日 265 ― 0.9964 ―

　　　 2月末日 273 ― 0.9998 ―

 

(注)分配付きの金額は、特定期間末の金額に当該特定期間末の分配金を加算した金額です。

②【分配の推移】

 

 

期 期間 1口当たりの分配金（円）
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第1特定期間 2013年10月18日～2014年 2月10日 0.0150

 

③【収益率の推移】

 

 

期 期間 収益率（％）

第1特定期間 2013年10月18日～2014年 2月10日 0.69

 

(注)各特定期間の収益率は、特定期間末の基準価額（分配落ち）に当該特定期間の分配金を加算し、当該特定期間の直前の
特定期間末の基準価額（分配落ち。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除して得
た数に100を乗じた数です。

（４）【設定及び解約の実績】

 

 

期 期間 設定口数（口） 解約口数（口）

第1特定期間 2013年10月18日～2014年 2月10日 336,634,379 69,858,443

 

(注)第1特定期間の設定口数には、当初設定口数を含みます。

≪参考情報≫
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第３【ファンドの経理状況】

 

＜ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジなし＞

＜ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジあり＞

 
（１）　当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）並びに同規則第2条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理

府令第133号）に基づき作成しております。

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

（２）　当ファンドの計算期間は、6ヶ月未満であるため、財務諸表は6ヶ月ごとに作成しております。ただ

し、当期については平成25年10月18日から平成26年 2月10日までの期間で作成しております。

 

（３）　当ファンドの第1計算期間は信託約款の規定に基づき、平成25年10月18日から平成25年11月11日までと

なっております。

 

（４）　当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、平成25年10月18日から平成26年 2月

10日までの特定期間の財務諸表について、あらた監査法人による監査を受けております。

１【財務諸表】

【ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジなし】

（１）【貸借対照表】

（単位：円）

当期
平成26年 2月10日現在

資産の部

流動資産

コール・ローン 41,712,586

投資信託受益証券 1,522,099,172

親投資信託受益証券 1,522,086

未収入金 5,193,912

未収利息 71

流動資産合計 1,570,527,827

資産合計 1,570,527,827

負債の部

流動負債

未払金 403,587

未払収益分配金 8,905,212

未払解約金 22,535,594

未払受託者報酬 41,818

未払委託者報酬 1,282,768

その他未払費用 430,561

流動負債合計 33,599,540

負債合計 33,599,540

純資産の部

元本等

元本 1,484,202,041

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） 52,726,246

（分配準備積立金） 79,726,781

元本等合計 1,536,928,287

純資産合計 1,536,928,287

負債純資産合計 1,570,527,827
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（２）【損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

当期
自　平成25年10月18日
至　平成26年 2月10日

営業収益

受取配当金 44,152,360

受取利息 4,485

有価証券売買等損益 26,466,932

営業収益合計 70,623,777

営業費用

受託者報酬 140,703

委託者報酬 4,315,939

その他費用 446,690

営業費用合計 4,903,332

営業利益又は営業損失（△） 65,720,445

経常利益又は経常損失（△） 65,720,445

当期純利益又は当期純損失（△） 65,720,445

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 211,037

期首剰余金又は期首欠損金（△） -

剰余金増加額又は欠損金減少額 18,499,587

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少
額

353

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少
額

18,499,234

剰余金減少額又は欠損金増加額 5,414,463

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加
額

5,391,648

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加
額

22,815

分配金 25,868,286

期末剰余金又は期末欠損金（△） 52,726,246

（３）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
 

 

有価証券の評価基準及び評価方法 投資信託受益証券

移動平均法に基づき当該投資信託受益証券の基準価額で評価しております。

 親投資信託受益証券

移動平均法に基づき当該親投資信託受益証券の基準価額で評価しております。

 

（貸借対照表に関する注記）
 

 

　
当期

平成26年 2月10日現在

１. 期首元本額 1,226,338,552円

 期中追加設定元本額 392,260,884円

 期中一部解約元本額 134,397,395円

２. 受益権の総数 1,484,202,041口

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）
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当期

自 平成25年10月18日

至 平成26年 2月10日

 分配金の計算過程

 当ファンドは、信託約款の規定に基づき、第1計算期間（平成25年10月18日から平成25年11月11日）については収益

分配を行いません。

 自　平成25年11月12日

至　平成25年12月10日

A 計算期末における費用控除後の配当等収益 10,326,820円

B 費用控除後、繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益 45,663,428円

C 信託約款に定める収益調整金 5,760,421円

D 信託約款に定める分配準備積立金 12,058,691円

E 分配対象収益（Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ） 73,809,360円

F 分配対象収益(1万口当たり) 544円

G 分配金額 8,136,509円

H 分配金額(1万口当たり) 60円

 自　平成25年12月11日

至　平成26年 1月10日

A 計算期末における費用控除後の配当等収益 11,140,173円

B 費用控除後、繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益 20,256,530円

C 信託約款に定める収益調整金 15,220,587円

D 信託約款に定める分配準備積立金 57,970,832円

E 分配対象収益（Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ） 104,588,122円

F 分配対象収益(1万口当たり) 710円

G 分配金額 8,826,565円

H 分配金額(1万口当たり) 60円

 自　平成26年 1月11日

至　平成26年 2月10日

A 計算期末における費用控除後の配当等収益 10,350,995円

B 費用控除後、繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益 0円

C 信託約款に定める収益調整金 12,193,745円

D 信託約款に定める分配準備積立金 78,280,998円

E 分配対象収益（Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ） 100,825,738円

F 分配対象収益(1万口当たり) 679円

G 分配金額 8,905,212円

H 分配金額(1万口当たり) 60円

 

（金融商品に関する注記）

Ⅰ金融商品の状況に関する事項
 

 

　

　

当期

自 平成25年10月18日

至 平成26年 2月10日

金融商品に対する取組方針 当ファンドは証券投資信託として、有価証券、デリバティブ取引等の金融商品の運

用を信託約款に定める「運用の基本方針」に基づき行っております。
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金融商品の内容及び当該金融商品に係

るリスク

当ファンドが運用する主な有価証券は、「重要な会計方針に係る事項に関する注

記」の「有価証券の評価基準及び評価方法」に記載の有価証券等であり、全て売買

目的で保有しております。また、主なデリバティブ取引には、先物取引、オプショ

ン取引、スワップ取引等があり、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するた

めに行うことができます。当該有価証券及びデリバティブ取引には、性質に応じて

それぞれ価格変動リスク、流動性リスク、信用リスク等があります。

金融商品に係るリスク管理体制 運用部門、営業部門と独立した組織であるリスク管理部門を設置し、全社的なリス

ク管理活動のモニタリング、指導の一元化を図っております。

 

Ⅱ金融商品の時価等に関する事項
 

 

　

　

当期

平成26年 2月10日現在

貸借対照表計上額、時価及びその差額 貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差額はありません。

時価の算定方法 (1)有価証券

 売買目的有価証券

重要な会計方針に係る事項に関する注記「有価証券の評価基準及び評価方法」に記

載しております。

 (2)デリバティブ取引

 該当事項はありません。

 (3)上記以外の金融商品

 短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似しているため、当該金融商品

の時価を帳簿価額としております。

金融商品の時価等に関する事項につい

ての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。

 

（有価証券に関する注記）
 

当期（平成26年 2月10日現在）

売買目的有価証券

 

（単位：円）

 

種類 最終の計算期間の損益に含まれた評価差額

投資信託受益証券 △45,183,917

親投資信託受益証券 303

合計 △45,183,614
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（関連当事者との取引に関する注記）

　　該当事項はありません。

（１口当たり情報）
 

 

当期

平成26年 2月10日現在

1口当たり純資産額 1.0355円

(1万口当たり純資産額) (10,355円)

 

（４）【附属明細表】

第１　有価証券明細表

　(1)株式
 

 

該当事項はありません。
 

　(2)株式以外の有価証券
 

（単位：円）
 

種類 銘柄 券面総額 評価額 備考

投資信託受益証
券

ＵＳ・インカム・ストラテジー・ファンド　クラスＡ 1,484,540,303 1,522,099,172

投資信託受益証券 合計 1,484,540,303 1,522,099,172

親投資信託受益
証券

マネー・アカウント・マザーファンド 1,516,324 1,522,086

親投資信託受益証券 合計 1,516,324 1,522,086

合計 1,486,056,627 1,523,621,258
 

(注)券面総額欄の数値は、口数を表示しております。

第２　信用取引契約残高明細表
 

 

該当事項はありません。
 

第３ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表
 

 

該当事項はありません。
 

 

 

 

【ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジあり】

（１）【貸借対照表】

（単位：円）

当期
平成26年 2月10日現在

資産の部
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当期
平成26年 2月10日現在

流動資産

コール・ローン 5,270,052

投資信託受益証券 262,020,233

親投資信託受益証券 264,210

未収入金 123,262

未収利息 8

流動資産合計 267,677,765

資産合計 267,677,765

負債の部

流動負債

未払収益分配金 1,333,879

未払解約金 1,409,600

未払受託者報酬 7,121

未払委託者報酬 218,659

その他未払費用 80,434

流動負債合計 3,049,693

負債合計 3,049,693

純資産の部

元本等

元本 266,775,936

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） △2,147,864

（分配準備積立金） 1,978,313

元本等合計 264,628,072

純資産合計 264,628,072

負債純資産合計 267,677,765

（２）【損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

当期
自　平成25年10月18日
至　平成26年 2月10日

営業収益

受取配当金 7,455,328

受取利息 1,073

有価証券売買等損益 △4,714,362

営業収益合計 2,742,039

営業費用

受託者報酬 26,307

委託者報酬 807,850

その他費用 83,543

営業費用合計 917,700

営業利益又は営業損失（△） 1,824,339

経常利益又は経常損失（△） 1,824,339

当期純利益又は当期純損失（△） 1,824,339

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 44,984

期首剰余金又は期首欠損金（△） -

剰余金増加額又は欠損金減少額 281,405

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少
額

281,405

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少
額

-

剰余金減少額又は欠損金増加額 90,995

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加
額

-

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加
額

90,995
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当期
自　平成25年10月18日
至　平成26年 2月10日

分配金 4,117,629

期末剰余金又は期末欠損金（△） △2,147,864

（３）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
 

 

有価証券の評価基準及び評価方法 投資信託受益証券

移動平均法に基づき当該投資信託受益証券の基準価額で評価しております。

 親投資信託受益証券

移動平均法に基づき当該親投資信託受益証券の基準価額で評価しております。

 

（貸借対照表に関する注記）
 

 

　
当期

平成26年 2月10日現在

１. 期首元本額 262,016,297円

 期中追加設定元本額 74,618,082円

 期中一部解約元本額 69,858,443円

２. 受益権の総数 266,775,936口

３. 元本の欠損  

 純資産額が元本総額を下回る場合におけるその差額 2,147,864円

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）
 

 

当期

自 平成25年10月18日

至 平成26年 2月10日

 分配金の計算過程

 当ファンドは、信託約款の規定に基づき、第1計算期間（平成25年10月18日から平成25年11月11日）については収益

分配を行いません。

 自　平成25年11月12日

至　平成25年12月10日

A 計算期末における費用控除後の配当等収益 1,694,625円

B 費用控除後、繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益 0円

C 信託約款に定める収益調整金 370,911円

D 信託約款に定める分配準備積立金 1,473,999円

E 分配対象収益（Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ） 3,539,535円

F 分配対象収益(1万口当たり) 123円

G 分配金額 1,430,888円

H 分配金額(1万口当たり) 50円

 自　平成25年12月11日

至　平成26年 1月10日

A 計算期末における費用控除後の配当等収益 1,620,024円
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B 費用控除後、繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益 0円

C 信託約款に定める収益調整金 449,125円

D 信託約款に定める分配準備積立金 1,557,341円

E 分配対象収益（Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ） 3,626,490円

F 分配対象収益(1万口当たり) 134円

G 分配金額 1,352,862円

H 分配金額(1万口当たり) 50円

 自　平成26年 1月11日

至　平成26年 2月10日

A 計算期末における費用控除後の配当等収益 1,567,356円

B 費用控除後、繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益 0円

C 信託約款に定める収益調整金 540,086円

D 信託約款に定める分配準備積立金 1,744,836円

E 分配対象収益（Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ） 3,852,278円

F 分配対象収益(1万口当たり) 144円

G 分配金額 1,333,879円

H 分配金額(1万口当たり) 50円

 

（金融商品に関する注記）

Ⅰ金融商品の状況に関する事項
 

 

　

　

当期

自 平成25年10月18日

至 平成26年 2月10日

金融商品に対する取組方針 当ファンドは証券投資信託として、有価証券、デリバティブ取引等の金融商品の運

用を信託約款に定める「運用の基本方針」に基づき行っております。

金融商品の内容及び当該金融商品に係

るリスク

当ファンドが運用する主な有価証券は、「重要な会計方針に係る事項に関する注

記」の「有価証券の評価基準及び評価方法」に記載の有価証券等であり、全て売買

目的で保有しております。また、主なデリバティブ取引には、先物取引、オプショ

ン取引、スワップ取引等があり、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するた

めに行うことができます。当該有価証券及びデリバティブ取引には、性質に応じて

それぞれ価格変動リスク、流動性リスク、信用リスク等があります。

金融商品に係るリスク管理体制 運用部門、営業部門と独立した組織であるリスク管理部門を設置し、全社的なリス

ク管理活動のモニタリング、指導の一元化を図っております。

 

Ⅱ金融商品の時価等に関する事項
 

 

　

　

当期

平成26年 2月10日現在

貸借対照表計上額、時価及びその差額 貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差額はありません。

時価の算定方法 (1)有価証券

 売買目的有価証券

重要な会計方針に係る事項に関する注記「有価証券の評価基準及び評価方法」に記

載しております。

 (2)デリバティブ取引

 該当事項はありません。

 (3)上記以外の金融商品
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 短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似しているため、当該金融商品

の時価を帳簿価額としております。

金融商品の時価等に関する事項につい

ての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。

 

（有価証券に関する注記）
 

当期（平成26年 2月10日現在）

売買目的有価証券

 

（単位：円）

 

種類 最終の計算期間の損益に含まれた評価差額

投資信託受益証券 △1,161,008

親投資信託受益証券 26

合計 △1,160,982

 

 

 

 

 

（関連当事者との取引に関する注記）

　　該当事項はありません。

（１口当たり情報）
 

 

当期

平成26年 2月10日現在

1口当たり純資産額 0.9919円

(1万口当たり純資産額) (9,919円)

 

（４）【附属明細表】

第１　有価証券明細表

　(1)株式
 

 

該当事項はありません。
 

　(2)株式以外の有価証券
 

（単位：円）
 

種類 銘柄 券面総額 評価額 備考

投資信託受益証
券

ＵＳ・インカム・ストラテジー・ファンド　クラスＢ 266,714,407 262,020,233
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投資信託受益証券 合計 266,714,407 262,020,233

親投資信託受益
証券

マネー・アカウント・マザーファンド 263,210 264,210

親投資信託受益証券 合計 263,210 264,210

合計 266,977,617 262,284,443
 

(注)券面総額欄の数値は、口数を表示しております。

第２　信用取引契約残高明細表
 

 

該当事項はありません。
 

第３ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表
 

 

該当事項はありません。
 

 

 

 

２【ファンドの現況】

以下のファンドの現況は2014年 2月28日現在です。

【ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジなし】

【純資産額計算書】

 

 

Ⅰ　資産総額 1,550,851,928円　

Ⅱ　負債総額 19,035,640円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 1,531,816,288円　

Ⅳ　発行済口数 1,469,592,774口　

Ⅴ　１口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0423円　
 

【ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジあり】

【純資産額計算書】

 

 

Ⅰ　資産総額 285,941,280円　

Ⅱ　負債総額 12,606,185円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 273,335,095円　

Ⅳ　発行済口数 273,390,632口　

Ⅴ　１口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9998円　
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜更新後＞

（１）資本金の額

平成26年2月末現在 資本金 17,363,045,900円

 発行可能株式総数 230,000,000株

 発行済株式総数 197,012,500株

●過去５年間における主な資本金の増減

年月日 変更後（変更前）

平成21年10月１日 17,363,045,900円（16,403,045,900円）

 

（２）会社の意思決定機関（平成26年2月末現在）

・株主総会

株主総会は、取締役・監査役の選任および定款変更に係る決議などの株式会社の基本的な方針や重要な

事項の決定を行ないます。

当社は、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された議決権を有する株主をもって、その事

業年度に関する定時株主総会において、その権利を行使することができる株主とみなし、毎年３月31日

（事業年度の終了）から３ヶ月以内にこれを招集し、臨時株主総会は必要に応じてこれを招集します。

・取締役会

取締役会は、業務執行の決定を行い、取締役の職務の執行の監督をします。

当社の取締役会は10名以内の取締役で構成され、取締役の任期は選任後１年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。取締役会はその決議をもって、代表取

締役若干名を選定します。

・監査役会

当社の監査役会は５名以内の監査役で構成され、監査役の任期は選任後４年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までを任期とします。監査役会は、その決議をもって

常勤の監査役を選定します。

 

（３）運用の意思決定プロセス（平成26年2月末現在）

１．投資委員会にて、国内外の経済見通し、市況見通しおよび資産配分の基本方針を決定します。

２．各運用部門は、投資委員会の決定に基づき、個別資産および資産配分戦略に係る具体的な運用方針を策

定します。

３．各運用部門のファンドマネージャーは、上記方針を受け、個別ファンドのガイドラインおよびそれぞれ

の運用方針に沿って、ポートフォリオを構築・管理します。

４．トレーディング部門は、社会的信用力、情報提供力、執行対応力において最適と判断し得る発注業者、

発注方針などを決定します。その上で、トレーダーは、最良執行のプロセスに則り売買を執行します。

５．運用に関するリスク・パフォーマンスの評価と分析および法令など遵守状況のモニタリングとリスクの

管理については、運用部門から独立したリスク管理／コンプライアンス業務担当部門が担当し、これを

運用部門にフィードバックすることにより、適切な運用体制を維持できるように努めています。

２【事業の内容及び営業の概況】

＜更新後＞

・「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設

定を行なうとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行
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なっています。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行なっています。

・委託会社の運用する、平成26年2月末現在の投資信託などは次の通りです。

種　類 ファンド本数
純資産額

（単位：億円）

投資信託総合計 480 93,460

　 株式投資信託 421 71,492

　 　 単位型 48 1,001

　 　 追加型 373 70,491

　 公社債投資信託 59 21,967

　 　 単位型 43 384

　 　 追加型 16 21,582

投資法人合計 1 70
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成26年３月19日

日興アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

 あ ら た 監 査 法 人  

 

 
指　定　社　員

業務執行社員

 

 
公認会計士 佐々木　　貴　司

     

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 鶴　田　　光　夫

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」

に掲げられているＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジなしの平成25年10月18日か

ら平成26年２月10日までの特定期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属

明細表について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策

定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジなしの平成26年２月10日現在の信託財産

の状態及び同日をもって終了する特定期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

利害関係

日興アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定

により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

(注)1.上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

　　2.ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成26年３月19日

日興アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

 あ ら た 監 査 法 人  

 

 
指　定　社　員

業務執行社員

 

 
公認会計士 佐々木　　貴　司

     

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 鶴　田　　光　夫

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」

に掲げられているＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジありの平成25年10月18日か

ら平成26年２月10日までの特定期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属

明細表について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策

定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＵＳハイインカム・ストラテジー・ファンド（毎月分配型）為替ヘッジありの平成26年２月10日現在の信託財産

の状態及び同日をもって終了する特定期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

利害関係

日興アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定

により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

(注)1.上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

　　2.ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成25年６月14日

日興アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

 

 有限責任　あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 羽　太　典　明

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員

 

 
公認会計士 秋　宗　勝　彦

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」

に掲げられている日興アセットマネジメント株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第54期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記につ

いて監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策

定し、これに基づき監査を実施することを求めている。　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証

拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要

な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見

表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す

るために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討すること

が含まれる。　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日興

アセットマネジメント株式会社の平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

その他の事項

　会社の平成24年３月31日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前任監

査人は、当該財務諸表に対して平成24年６月15日付けで無限定適正意見を表明している。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

平成25年12月６日

日興アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

 

 有限責任　あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 羽　太　典　明

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員

 

 
公認会計士 秋　宗　勝　彦

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」

に掲げられている日興アセットマネジメント株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第55期事業年

度の中間会計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を

作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査

を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して

投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画

を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間

財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作

成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、日興アセットマネジメント株式会社の平成25年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。
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